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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第63期第３四半期連結累計期間及び第64期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失が計上されているため、記載しており

ません。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

なお、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務

諸表 注記事項（セグメント情報等）セグメント情報」の「Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成24

年４月１日 至 平成24年12月31日) ４.報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期 

第３四半期 
連結累計期間

第64期 
第３四半期 
連結累計期間

第63期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 175,878 165,317 241,672 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 895 △887 2,339 

四半期純損失(△) 
又は当期純利益 

(百万円) △94 △1,747 1,060 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 128 △1,592 1,687 

純資産額 (百万円) 39,244 38,714 40,802 

総資産額 (百万円) 174,063 168,091 171,677 

１株当たり四半期純損失(△) 
又は１株当たり当期純利益 

    (円) △0.98 △18.13 10.99 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益 

    (円) ― ― 10.99 

自己資本比率     (％) 21.6 22.0 22.8 

回次
第63期 

第３四半期 
連結会計期間

第64期 
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日 
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益 
又は四半期純損失(△) 

    (円) 0.99 △0.78 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結

子会社）が判断したものであります。 

  
(1) 業績の状況 

当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は、建築資材事業において東日本大震災直後の復

旧・復興関連資材等の需要があった前年同期を下回り、住宅事業においてマンション等の引渡しが前年

同期より減少したことなどから、1,653億17百万円（前年同期比6.0%減少）となりました。また営業損

失は1億27百万円、経常損失は8億87百万円、四半期純損失は17億47百万円となりました。  

セグメントの業績は次のとおりであります。  

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、当第３四半期連結累計

期間の比較・分析は、変更後の区分に基づいております。  

①  建築資材事業 

建築資材事業では、お取引先様に対して「地域型住宅ブランド化事業」や「住宅のゼロ・エネルギ

ー化推進事業」など国の施策に基づく事業提案等を推進するとともに、住宅資材の総合展示会「住ま

いの耐震博覧会」を東京、名古屋、大阪、福岡、仙台で開催し、住宅の新築・リフォーム需要の創造

を図りました。また、再生可能エネルギーの固定価格買取制度の導入に伴い、住宅および産業用の太

陽光発電システムの販売強化にも努めました。 

 また、当社グループでは東北の被災地復興に対する貢献を経営における重点政策の一つと位置づけ

ており、新たに北東北３県（青森県、岩手県、秋田県）に対する物流強化を図るべく「花巻物流セン

ター」（岩手県花巻市）の建設に着手しました。 

 これらの結果、本事業の売上高は1,228億81百万円（前年同期比2.3%減少）となり、営業利益は14

億94百万円（前年同期比7.0%減少）となりました。 

②  住宅事業 

マンション部門では、当社グループの販売力の優位性を発揮できる横浜市・川崎市および仙台市等

に販売地域を集中させております。また、地震に対して安全・安心な「免震構造」あるいは耐震強度

1.25倍の「強耐震構造」による商品の供給に努めました。当第３四半期連結累計期間におけるマンシ

ョンの売上計上戸数は558戸（前年同期比14.8%減少）となり、売上高は201億80百万円（前年同期比

24.2%減少）となりました。 

一戸建住宅部門では、長期優良住宅の認定基準を上回る高性能でありながらリーズナブルな価格を

実現した「パワーホーム ～ Super High Quality & Good Price ～」の供給と、「パワーホーム」の

ノウハウを生かした復興応援型住宅「フェニーチェホーム」の普及・販売活動を推進いたしました。

とくに「パワーホーム」は、低炭素社会に向けて国が研究をすすめる「ＬＣＣＭ（ライフサイクルカ

ーボンマイナス）住宅」の最高ランクの認定を宇都宮市の新築分譲一戸建住宅において取得し、これ

を供給いたしました。当第３四半期連結累計期間における売上計上戸数は175戸（前年同期比8.9%減

少）となり、売上高は59億35百万円（前年同期比8.6%減少）となりました。 

管理その他部門の売上高は113億55百万円（前年同期比10.2%減少）となりました。 

これらの結果、本事業の売上高は374億71百万円（前年同期比18.1%減少）となり、営業損失は1億

39百万円（前年同期は営業利益12億24百万円）となりました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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③  その他の事業 

その他の事業の売上高は49億64百万円（前年同期比12.5%増加）となり、営業利益は88百万円（前

年同期比437.0%増加）となりました。 

(2) 財政状態の分析 

総資産は、前連結会計年度末に比べ35億86百万円減少し、1,680億91百万円となりました。受取手形

及び売掛金や販売用不動産は増加しましたが、現金及び預金や有価証券が減少したことなどによるもの

です。 

負債は、前連結会計年度末に比べ14億98百万円減少し、1,293億76百万円となりました。支払手形及

び買掛金は増加しましたが、社債や長期借入金が減少したことなどによるものです。 

純資産は、前連結会計年度末に比べ20億87百万円減少し、387億14百万円となりました。四半期純損

失の計上、配当金の支払いにより利益剰余金が減少したことなどによるものです。 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

Ⅰ  当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、平成20年５月15日開催の当社取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配

する者の在り方に関する基本方針（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）（以下「基本方

針」といいます。）を、以下のとおり定めております。 

当社はその株式を上場し自由な取引を認める以上、支配権の移転を伴う当社株式の大量取得提案に

応じるか否かの判断は、最終的には株主の皆様の意思に委ねられるべきものと考えております。ま

た、当社は、大量取得行為であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれ

ば、これを否定するものではありません。 

しかしながら、大量取得提案の中には、①買付目的や買付後の経営方針等に鑑み、企業価値ひいて

は株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、②株主の皆様に株式の売却を事実上強要する

おそれがあるもの、③対象会社の取締役会や株主の皆様が大量取得行為の条件等について検討し、あ

るいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの等、対象会

社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するものも少なくありません。 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を十分に理解

し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の継続的な確保・向上に資する者であるべきであり、当

社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある大量取得提案を行う者は、当社の財務

及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではないと考えます。したがって、このような者によ

る大量取得行為に対しては必要かつ相当な手段を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を確保する必要があると考えます。 

Ⅱ 具体的な取組み 

(A) 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

について 

当社は、さらなる企業価値の向上のために、以下の諸施策を推進してまいります。 

(a)当社は、平成19年10月から持株会社体制に移行し、グループの総合力の向上及び建築資材事

業の営業基盤の強化を目的に、住宅関連業界における有力企業との戦略的なアライアンスなどを視

野に入れたグループ経営体制強化の方針を明確にいたしました。 (b)東日本大震災の復興需要等を

見据えたうえで、新しい中期経営計画を策定し、住宅着工動向を左右すると言われる世帯数の減少

のはじまる平成27年（2015年）以降の方針・戦略の構築を目指し、その実現に向けて積極的な活動

を展開いたします。 (c)有力販売店に対するパートナーシップの強化と、「ナイスサポートシステ

ム」等の有効活用による有力工務店・ビルダーの開拓及び深耕を図り、これらの方々の受注強化に

寄与するソリューション機能のさらなる強化に取り組んでおります。 (d)施工の合理化など当社が

有するあらゆるノウハウを駆使することで、長期優良住宅を上回る性能を発揮し、かつ一般的な長

期優良住宅よりも廉価で提供できる「パワーホーム ～ Super High Quality & Good Price ～」を

一戸建住宅分譲の主力商品として展開することにより、東日本大震災における被災地の復興に貢献

することはもとより、住宅関連業界における新たなポジションの確立につなげてまいります。 
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また、当社は、持株会社体制への移行により、グループ経営と事業・業務の執行機能を分け、効

率的かつ適法なマネジメントの仕組みの構築に努めているほか、監査役５名のうち３名は独立性の

高い社外監査役とし監査機能の強化を図っております。更に、取締役の任期を１年とし、経営環境

の変化に迅速に対応できる機動的な経営体制を確立するなど、コーポレートガバナンス体制の強

化・充実に取組んでおります。また、コンプライアンスについては、当社グループ共通の「ナイス

グループ行動基準」を制定し、遵守の徹底を図っております。 

(B) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み 

当社は、平成23年５月13日開催の当社取締役会において、当社株式の大量取得行為に関する対応

策を、第62回定時株主総会における株主の皆様の承認を条件として更新することを決議し（以下、

更新後の対応策を「本プラン」といいます。）、同定時株主総会において本プランを更新すること

の承認を得ております。 

本プランは、当社株式に対する大量取得行為等が行われた際に、当社取締役会が株主の皆様に代

替案を提案し、あるいは株主の皆様がかかる大量取得行為等に応じるべきか否かを判断するために

必要な情報や時間を確保し、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とするものであり、ま

た、基本方針に沿って、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的としてい

ます。 

本プランは、(i)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上とな

る買付、又は(ii)当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合及び

その特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け（以下、併せて「買付等」と

いいます。）を対象とします。 

当社の株券等について買付等が行われる場合、当該買付等を行う買付者等には、当社取締役会が

別途認めた場合を除き、買付等の実行に先立ち、買付等の内容の検討に必要な情報及び本プランに

定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面の提出を求めます。その後、買付者等から提

出された情報や当社取締役会からの意見や根拠資料、当該買付等に対する代替案（もしあれば）

が、当社経営陣から独立した者から構成される独立委員会に提供されます。独立委員会は、原則と

して最長60日間の検討期間を設定し、その間、買付等の内容の検討、当社取締役会の提示した代替

案の検討、買付者等との交渉、株主に対する当社取締役会の代替案の提示等を行います。独立委員

会は、必要があれば、外部専門家等の助言を独自に得ることができます。当社は、買付者等が現れ

た事実、買付者等から情報が提供された事実、独立委員会による検討が開始した事実等について、

株主に対する情報開示を行います。 

独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、又は当該買付等の内

容の検討、買付者等との協議・交渉の結果、買付者等による買付等が当社の企業価値・株主共同の

利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等であるなど、本プランに定める新株予約権

の無償割当ての要件のいずれかに該当すると判断し、かつ、以下に記載する内容の新株予約権の無

償割当てを実施することが相当であると判断した場合には、独立委員会規則に従い、当社取締役会

に対して、かかる新株予約権の無償割当てを実施することを勧告します。また、独立委員会は、新

株予約権の無償割当てを実施することが相当であると判断する場合でも、新株予約権の無償割当て

の実施について株主総会の決議を得ることが相当であると判断するときは、当社取締役会に、株主

総会の招集、新株予約権無償割当ての実施に関する議案の付議を勧告するものとします。当社は、

独立委員会が勧告等を行った場合、当該勧告等につき情報開示を行います。 

この新株予約権は、１円（又は当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限として当社取締役会

が新株予約権無償割当ての決議において定める金額）を払い込むことにより、原則として当社株式

１株を取得することができるものですが、買付者等による権利行使が認められないという行使条件

が付されています。また、当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する

ことができる旨の取得条項が付されており、当社がかかる条項に基づく取得をする場合、新株予約

権１個と引換えに、原則として当社株式１株が交付されます。当社取締役会は、独立委員会の上記

勧告を最大限尊重して新株予約権無償割当ての実施もしくは不実施の決議、又は株主総会の招集を

行うものとします。当社取締役会は、上記決議を行った場合速やかに、当該決議の概要その他当社

取締役会が適切と判断する事項について、情報開示を行います。新株予約権の行使又は当社による

取得に伴って買付者等以外の株主の皆様に当社株式が交付された場合には、買付者等の有する当社

の議決権割合は、最大２分の１まで希釈化される可能性があります。 
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本プランの有効期間は、平成26年３月末日に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時

までです。但し、当該有効期間の満了前であっても、(i)当社の株主総会において本プランに係る

新株予約権の無償割当てに関する事項の決定についての取締役会への委任を撤回する旨の決議が行

われた場合、又は、(ii)当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本

プランはその時点で廃止されることになります。 

本プランの有効期間中であっても、新株予約権の無償割当てが実施されていない場合、株主及び

投資家の皆様に直接具体的な影響が生じることはありません。他方、本プランが発動され、新株予

約権の無償割当てが実施された場合、株主の皆様が、新株予約権行使の手続を行わないと、その保

有する当社株式全体の価値が希釈化される場合があります（但し、当社が当社株式を対価として新

株予約権の取得を行った場合、保有する当社株式全体の価値の経済的な希釈化は生じません。）。

Ⅲ 上記の各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

前記Ⅱ(A)に記載した様々な施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上

させるための具体的方策であり、基本方針に沿うものです。 

前記Ⅱ(B)に記載した本プランは、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、当該買付等に応

じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するため

に必要な情報や時間を確保し、株主の皆様のために買付者等と協議・交渉等を行うことを可能とする

ことにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保するための枠組みであり、基本方針に沿うもの

です。特に、本プランは、株主総会において本プランに係る委任決議がなされることにより更新され

たものであること、その内容として合理的かつ詳細な客観的要件が設定されていること、独立性の高

い社外者のみから構成される独立委員会が設置されており、本新株予約権の無償割当ての実施等に際

しては必ず独立委員会の判断を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で第三者

専門家の助言を得ることができるとされていること、有効期間が３年と定められた上、株主総会又は

取締役会によりいつでも廃止できるとされていることなどにより、その公正性・客観性が担保されて

おり、高度の合理性を有し、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、当社の会社役員の地位の

維持を目的とするものではありません。 

  
(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。 

  
(5) 従業員数 

当第３四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

  
(6) 仕入及び販売実績 

当第３四半期連結累計期間において、仕入実績及び販売実績の著しい増減はありません。 

  
(7) 主要な設備 

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び前連結会計年度末における計画の

著しい変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
 （注）会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却による減少であります。 

  

(6) 【大株主の状況】 

   当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 290,696,000 

計 290,696,000 

種類
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成24年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 96,561,195 96,561,195 
東京証券取引所 
市場第一部

単元株式数 
1,000株

計 96,561,195 96,561,195 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成24年11月30日(注) △2,400 96,561 ― 22,069 ― 10,596 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」につきましては、株主名簿の記載内容が確認でき

ないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿に

よる記載をしております。 

① 【発行済株式】 

 
(注) １．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）

含まれております。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が170株含まれております。 

３．平成24年11月30日付で自己株式2,400,000株を消却し、当第３四半期会計期間末現在の発行済株式総数は

96,561,195株となっております。 

  

② 【自己株式等】 

 
(注)当第３四半期会計期間末現在の自己株式数は606,521株であります。 

  

該当事項はありません。 

  

   平成24年12月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  

2,505,000 
― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

95,883,000 
95,883 ―

単元未満株式 
普通株式 

573,195 
― ―

発行済株式総数 98,961,195 ― ―

総株主の議決権 ― 95,883 ―

  平成24年12月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
すてきナイスグループ㈱ 

神奈川県横浜市鶴見区 
鶴見中央四丁目33番１号 

2,505,000 ― 2,505,000 2.53 

計 ― 2,505,000 ― 2,505,000 2.53 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月

１日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人原会計事務所による四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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 １【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 35,826 30,503

受取手形及び売掛金 ※3  30,828 ※3  34,660

有価証券 5,000 －

商品 5,309 5,290

販売用不動産 34,721 37,041

未成工事支出金 462 885

その他 2,708 2,634

貸倒引当金 △56 △58

流動資産合計 114,799 110,956

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 10,901 10,868

土地 31,659 31,685

その他（純額） 1,275 1,498

有形固定資産合計 43,836 44,053

無形固定資産 514 457

投資その他の資産   

投資有価証券 7,483 7,499

その他 5,324 5,407

貸倒引当金 △279 △283

投資その他の資産合計 12,528 12,623

固定資産合計 56,878 57,134

資産合計 171,677 168,091

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※3  35,406 ※3  39,013

短期借入金 39,943 40,203

1年内償還予定の社債 900 900

未払法人税等 444 240

引当金 1,570 814

その他 9,881 10,385

流動負債合計 88,146 91,557

固定負債   

社債 1,800 1,050

長期借入金 27,173 23,065

退職給付引当金 2,209 2,286

資産除去債務 73 74

その他 11,471 11,343

固定負債合計 42,728 37,819

負債合計 130,875 129,376

― 9 ―



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 22,069 22,069

資本剰余金 16,479 15,651

利益剰余金 2,275 142

自己株式 △886 △154

株主資本合計 39,938 37,708

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 40 83

繰延ヘッジ損益 5 △7

土地再評価差額金 185 185

為替換算調整勘定 △1,018 △982

その他の包括利益累計額合計 △787 △720

新株予約権 3 2

少数株主持分 1,647 1,724

純資産合計 40,802 38,714

負債純資産合計 171,677 168,091
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 (2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
  【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 175,878 165,317

売上原価 154,258 144,450

売上総利益 21,620 20,866

販売費及び一般管理費 20,092 20,994

営業利益又は営業損失（△） 1,528 △127

営業外収益   

受取利息 20 16

受取配当金 143 146

持分法による投資利益 3 －

その他 398 249

営業外収益合計 565 412

営業外費用   

支払利息 1,172 1,055

持分法による投資損失 － 12

その他 25 104

営業外費用合計 1,197 1,172

経常利益又は経常損失（△） 895 △887

特別利益   

固定資産売却益 － 2

投資有価証券売却益 13 －

負ののれん発生益 7 －

災害損失引当金戻入額 20 －

収用補償金 119 －

特別利益合計 161 2

特別損失   

固定資産除却損 2 8

投資有価証券評価損 320 162

特別損失合計 322 170

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

734 △1,055

法人税、住民税及び事業税 334 379

法人税等調整額 428 224

法人税等合計 762 603

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △28 △1,659

少数株主利益 65 88

四半期純損失（△） △94 △1,747
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  【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △28 △1,659

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △349 43

繰延ヘッジ損益 △11 △13

土地再評価差額金 587 －

為替換算調整勘定 △69 36

その他の包括利益合計 156 66

四半期包括利益 128 △1,592

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 62 △1,680

少数株主に係る四半期包括利益 66 88
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

該当事項はありません。 

  

【会計方針の変更等】 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 当社及び一部の国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年

４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。 

 なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損

失に与える影響は軽微であります。 

  
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

該当事項はありません。 

  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  １ 保証債務 

 
    

２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。当第３四半期連結会計期間末における貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次の

とおりであります。 

 
  

※３  当第３四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理 

当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休業日でありましたが、満期日に決済が行われたものと

して処理しております。 

      当第３四半期連結会計期間末日満期手形は次のとおりであります。 

 
  

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当第３四半期連結会計期間 

(平成24年12月31日)

顧客住宅ローンに関する抵当権設
定登記完了等までの間の金融機関
借入債務に対する連帯保証債務 

6,499百万円   221百万円

   

関係会社借入金に対する連帯保証
債務 

 418百万円  371百万円

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当第３四半期連結会計期間 

(平成24年12月31日)

貸出コミットメントの総額 10,000百万円 10,000百万円 

借入実行残高   ―百万円     ―百万円 

差引額 10,000百万円 10,000百万円 

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日)
当第３四半期連結会計期間 

(平成24年12月31日)

受取手形  1,015百万円   985百万円 

支払手形  3,310百万円 2,867百万円 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

 なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含

む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。 

 

(株主資本等関係) 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

配当金支払額 

  

 
  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

配当金支払額 

  

 
  

   株主資本の金額の著しい変動 

 当社は、平成24年11月19日開催の取締役会において自己株式の消却を決議し、次のとおり自己株式を

消却いたしました。これにより、資本剰余金及び自己株式がそれぞれ8億28百万円減少しております。 

①消却した株式の種類  普通株式 

②消却した株式の数   2,400,000株 

（消却前の発行済株式総数98,961,195株に対する割合2.43%） 

③消却実施日      平成24年11月30日 

 
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

  至 平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 

  至 平成24年12月31日）

減価償却費 1,036百万円 989百万円

のれんの償却額    6百万円  5百万円

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 289 3 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

(決議) 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 385 4 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注)  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウェア開発・販売事業、ホ

ームセンター事業及び有線テレビ放送事業等を含んでおります。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項） 

 
(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。 

  

    (単位：百万円) 

 

報告セグメント
その他 
（注）

合計

建築資材 住宅 計

売上高      

  外部顧客への売上高 125,723 45,742 171,466 4,412 175,878 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

1,343 183 1,527 511 2,038 

計 127,067 45,926 172,993 4,923 177,917 

セグメント利益 1,606 1,224 2,830 16 2,847 

 (単位：百万円) 

利益 金額

報告セグメント計 2,830 

「その他」の区分の利益 16 

セグメント間取引消去 138 

全社費用(注) △1,457 

四半期連結損益計算書の営業利益 1,528 
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Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注)  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウェア開発・販売事業、ホ

ームセンター事業及び有線テレビ放送事業等を含んでおります。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項） 

 
(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。 

  

４．報告セグメントの変更等に関する事項 

 当社グループは、従来、報告セグメントの名称を「住宅資材事業」及び「不動産事業」としており

ましたが、第１四半期連結会計期間より、それぞれ「建築資材事業」及び「住宅事業」に変更してお

ります。また、「その他」に含めておりました建築工事事業のうち、マンション等の内装工事など

は、より事業の実態に合わせ「住宅事業」に変更しております。 

 なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作

成したものを開示しております。 

(企業結合等関係) 

 該当事項はありません。  

  

    (単位：百万円) 

 

報告セグメント
その他 
（注）

合計

建築資材 住宅 計

売上高      

  外部顧客への売上高 122,881 37,471 160,352 4,964 165,317 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

1,737 150 1,887 569 2,456 

計 124,618 37,621 162,239 5,534 167,774 

セグメント利益又は損失(△) 1,494 △139 1,354 88 1,443 

 (単位：百万円) 

利益 金額

報告セグメント計 1,354 

「その他」の区分の利益 88 

セグメント間取引消去 139 

全社費用(注) △1,710 

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △127 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失が

計上されているため、記載しておりません。 

  
(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

項目 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純損失 0円98銭 18円13銭 

  (算定上の基礎)   

  四半期純損失                           (百万円) 94 1,747 

  普通株主に帰属しない金額               (百万円) ― ― 

  普通株式に係る四半期純損失             (百万円) 94 1,747 

  普通株式の期中平均株式数                 (千株) 96,473 96,385 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要 

―――― ―――― 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成25年２月12日

すてきナイスグループ株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているす

てきナイスグループ株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連
結会計期間（平成24年10月１日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１
日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結
損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、すてきナイスグループ株式会社及び連結子
会社の平成24年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適
正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人 原会計事務所 

代表社員 
業務執行社員 

 公認会計士    松    木    良    幸    印 

業務執行社員  公認会計士    島    崎    義    司    印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書

提出会社が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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